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第1534号

 

毎 週 火・金 曜 日 発 行
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  規　　　　　則  

　山形県鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の施行に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

山形県規則第44号

　　　山形県鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の施行に関する規則の一部を改正する規則

　山形県鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の施行に関する規則（昭和54年８月県規則第49号）の一部を次

のように改正する。

　別記様式第７号（表）を次のように改める。
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様式第７号

（表）

整 理 番 号

写真添付欄

縦3.6センチメートル

横2.4センチメートル

狩　猟　免　許　申　請　書

　　山形県知事　殿

　　年　　　月　　　日　

（郵便番号　　　　　　　　）　（電話番号　　　　　　　　　　　　）
住 所

県証紙ちょう付欄
ふ り が な

印　氏 名

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　生生 年 月 日

　下記のとおり、狩猟免許を受けたいので、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第

41条の規定により申請します。

記

 　受けようとする狩猟免許の種類及び使用しようとする猟具の種類並びに第１種銃猟

免許又は第２種銃猟免許の猟具の所持の許可（免許の種類欄の□にレ印を付し、番号に

○印を付す。）

１　網　　　　　　　　　　　　　２　わな
□網・わな

猟免許

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号３　ライフル銃□ 第 １ 種

銃 猟 免 許
年　　　月　　　日許 可 年 月 日

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号４　散弾銃

年　　　月　　　日許 可 年 月 日

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号５　空気銃

（圧縮ガスを使用す

　るものを含む） 年　　　月　　　日許 可 年 月 日

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号６　空気銃

（圧縮ガスを使用す

　るものを含む）

□ 第 ２ 種

銃 猟 免 許
年　　　月　　　日許 可 年 月 日

技　能

試　験

知　識

試　験

適　　　性　　　試　　　験
試験の結果狩猟免状の番号免許の種類

運動能力聴　　力視　　力

第 号
網 ・ わ な

猟 免 許

第 号
第 １ 種

銃 猟 免 許

第 号
第 ２ 種

銃 猟 免 許
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　別記様式第８号（表）を次のように改める。

様式第８号

（表）

整 理 番 号

写真添付欄

縦3.6センチメートル

横2.4センチメートル

狩　猟　免　許　更　新　申　請　書

　　山形県知事　殿

　　年　　　月　　　日　

（郵便番号　　　　　　　　）　（電話番号　　　　　　　　　　　　）
住 所

県証紙ちょう付欄
ふ り が な

印　氏 名

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　生生 年 月 日

　下記のとおり、狩猟免許の更新を受けたいので、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律第51条第１項の規定により申請します。

記

 　更新を受けようとする狩猟免許の種類及び使用しようとする猟具の種類並びに第１

種銃猟免許又は第２種銃猟免許の猟具の所持の許可（免許の種類欄の□にレ印を付し、

番号に○印を付す。）

１　網　　　　　　　　　　　　　２　わな
□網・わな

猟免許

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号３　ライフル銃□ 第 １ 種

銃 猟 免 許
年　　　月　　　日許 可 年 月 日

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号４　散弾銃

年　　　月　　　日許 可 年 月 日

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号５　空気銃

（圧縮ガスを使用す

　るものを含む） 年　　　月　　　日許 可 年 月 日

第 号銃 砲 所 持 許 可 番 号６　空気銃

（圧縮ガスを使用す

　るものを含む）

□ 第 ２ 種

銃 猟 免 許
年　　　月　　　日許 可 年 月 日

適　性　試　験　の　結　果
講　習　会狩猟免状の番号免許の種類

運動能力聴　　力視　　力

第 号
網 ・ わ な

猟 免 許

第 号
第 １ 種

銃 猟 免 許

第 号
第 ２ 種

銃 猟 免 許
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　別記様式第９号（表）を次のように改める。

様式第９号

（表）

狩猟免状の番号交付年月日都道府県知事名猟具の種類
狩猟者登録

の　種　類

第 号　　　年　　月　　日知事

１　網

２　わな

□網・わな

猟免許に係

る登録

第 号　　　年　　月　　日知事

３　ライフル銃

４　散弾銃

５　空気銃

（圧縮ガスを使用す

　るものを含む）

□第１種銃

猟免許に係

る登録　　

所持する免許の種類

　　□第１種銃猟免許　　　　　　　□第２種銃猟免許

６　空気銃

（圧縮ガスを使用す

　るものを含む）

□第２種銃

猟免許に係

る登録　　
第 号　　　年　　月　　日知事

整 理 番 号

写真添付欄

縦3.6センチメートル

横2.4センチメートル

狩　猟　者　登　録　申　請　書

　　山形県知事　殿

　　年　　　月　　　日　

（郵便番号　　　　　　　　）　（電話番号　　　　　　　　　　　　）
住 所

県証紙ちょう付欄
ふ り が な

印　氏 名

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　生生 年 月 日

　下記のとおり、狩猟者登録を受けたいので、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律

第56条の規定により申請します。

記

 　受けようとする狩猟者登録の種類（□にレ印を付す。）、使用する猟具の種類（番号に

○印を付す。）、免許を与えた都道府県知事名、交付年月日及び狩猟免状の番号、所持す

る免許の種類（□にレ印を付す。第２種銃猟免許に係る登録の場合に限る。）を記入。

　　なお、第１種銃猟免許を受けた者が空気銃のみを使用する場合は、第２種銃猟免許に

係る登録を申請すること（「第２種銃猟免許に係る登録」の□にレ印を付す。）。

納税済印欄

登 録 番 号

狩 猟 免 許

損 害 の 賠 償

放鳥獣猟区の区

域の登録の有無
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　別記様式第９号（裏）中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　別記様式第10号（表）を次のように改める。

　 年 月 日許 可 年 月 日第 号銃砲所持許可番号ラ イ フ ル 銃

　 年 月 日許 可 年 月 日第 号銃砲所持許可番号散 弾 銃

　 年 月 日許 可 年 月 日第 号銃砲所持許可番号空 気 銃

（圧縮ガスを使用

するものを含む。）

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号ラ イ フ ル 銃第 １ 種

銃猟免許

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号散 弾 銃

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号空 気 銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む）   

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号空 気 銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む）   

第 ２ 種

銃猟免許
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様式第10号

（表）

狩猟免状の番号交付年月日都道府県知事名猟具の種類
狩猟者登録

の　種　類

第 号　　　年　　月　　日知事

１　網

２　わな

□網・わな

猟免許に係

る登録

第 号　　　年　　月　　日知事

３　ライフル銃

４　散弾銃

５　空気銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む）

□第１種銃

猟免許に係

る登録　　

所持する免許の種類

　　□第１種銃猟免許　　　　　　　□第２種銃猟免許

６　空気銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む）

□第２種銃

猟免許に係

る登録　　
第 号　　　年　　月　　日知事

整 理 番 号

写真添付欄

縦3.6センチメートル

横2.4センチメートル

変　更　登　録　申　請　書

　　山形県知事　殿

　　年　　　月　　　日　

（郵便番号　　　　　　　　）　（電話番号　　　　　　　　　　　　）
住 所

県証紙ちょう付欄
ふ り が な

印　氏 名

職 業

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　生生 年 月 日

第　　　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

変更しよう

とする狩猟

者登録証の

番号及び交

付年月日　

　下記のとおり、変更登録を受けたいので、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第

61条第２項の規定により申請します。

記

 　変更登録を受けようとする狩猟者登録の種類（□にレ印を付す。）、使用する猟具の種

類（番号に○印を付す。）、免許を与えた都道府県知事名、交付年月日及び狩猟免状の番

号、所持する免許の種類（□にレ印を付す。第２種銃猟免許に係る登録の場合に限る。）

を記入。

　　なお、第１種銃猟免許を受けた者が空気銃のみを使用する場合は、第２種銃猟免許に

係る登録を申請すること（「第２種銃猟免許に係る登録」の□にレ印を付す。）。

納税済印欄

登 録 番 号

狩 猟 免 許

損 害 の 賠 償

放鳥獣猟区の区

域の登録の有無
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　別記様式第10号（裏）中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　山形県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

山形県規則第45号

　　　山形県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

　山形県中小企業高度化資金貸付規則（昭和43年２月県規則第10号）の一部を次のように改正する。

　別表第２項の２貸付対象事業の欄中「第３条第１項第３号」を「第３条第１項第３号イ」に改め、同項の次に次

の１項を加える。

　別表第６項貸付対象事業の欄韻中「又は第２項の２」を「若しくは第３項」に、「実施する事業」を「実施する事

業又は第２項の２に掲げる事業」に改め、同欄に次のように加える。

　 年 月 日許 可 年 月 日第 号銃砲所持許可番号ラ イ フ ル 銃

　 年 月 日許 可 年 月 日第 号銃砲所持許可番号散 弾 銃

　 年 月 日許 可 年 月 日第 号銃砲所持許可番号空 気 銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む。）

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号ラ イ フ ル 銃第 １ 種

銃猟免許

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号散 弾 銃

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号空 気 銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む）　

　 年 月 日許可年月日第 号銃砲所持許可番号空 気 銃

（圧縮ガスを使用す

るものを含む）　

第 ２ 種

銃猟免許

　1.05パー

セント以内

　３年以内

であつて知

事が適当と

認める期間

　20年以内

であつて知

事が適当と

認める期間

　設置資金

の 額 の100

分の80以内

の額

　下請振興

事業計画承

認グループ

事業の用に

供 す る 土

地、建物、

構築物又は

設備

中小企業者　政令第３条第１

項第３号ロに規定

する事業のうち、

施行規則第７条の

２各号の要件に該

当するものであつ

て、情報の収集、

処理又は提供、製

品 開 発、技 術 開

発、デザイン開発

その他これらに準

ずる経営の合理化

に資する事業

下
請
振
興
事
業
計
画
承
認
グ
ル
ー
プ
事
業

２
の
３
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　 　第２項の３、第３項 又は前項 に掲げる事業のうち、下請中小企業振興法（昭和45年法律第145号）第５条

第１項の承認を受けた下請中小企業振興事業計画（以下「下請中小企業振興事業計画」という。）に基づき実施

する事業であること。

　別表第６項貸付対象者の欄中「 に掲げる事業にあつては第１項、第２項、第３項 若しくは 、第４項 又は

前項 に掲げる事業に係る貸付対象者」を「 に掲げる事業にあつては第１項、第２項、第３項 若しくは 、第

４項 又は前項 に掲げる事業に係る貸付対象者、 に掲げる事業にあつては第１項、第２項の２又は第３項から

前項までに掲げる事業に係る貸付対象者、 に掲げる事業にあつては第２項の３、第３項 又は前項 に掲げる事

業に係る貸付対象者」に改め、同項貸付の対象の欄中「 に掲げる事業にあつては当該事業の用に供する第１項、

第２項、第３項 若しくは 、第４項 又は前項 に掲げる事業に係る貸付対象施設等」を「 に掲げる事業にあ

つては当該事業の用に供する第１項、第２項、第３項 若しくは 、第４項 又は前項 に掲げる事業に係る貸付

対象施設等、 に掲げる事業にあつては当該事業の用に供する第１項、第２項の２又は第３項から前項までに掲げ

る事業に係る貸付対象施設等、 に掲げる事業にあつては当該事業の用に供する第２項の３、第３項 又は前項 

に掲げる事業に係る貸付対象施設等」に改め、同表第７項中「第17項」を「第15項」に改め、同表第８項貸付対象

事業の欄中「下請中小企業振興法（昭和45年法律第145号）第５条第１項の承認を受けた下請中小企業振興事業計画

（以下「下請中小企業振興事業計画」という。）」を「下請中小企業振興事業計画」に改め、同表第10項貸付対象事

業の欄中「第２項の２」を「第２項の２、第２項の３」に改め、同項貸付対象者の欄中「第２項の２」を「第２項

の２若しくは第２項の３」に改め、同項貸付けの対象の欄及び貸付金の額の欄中「第２項の２」を「第２項の２、

第２項の３」に改め、同表第16項及び第17項を次のように改める。

　別表第22項貸付対象事業の欄中「第17項」を「第15項」に改め、同項貸付対象者の欄中「経営革新計画承認グルー

プ事業」を「経営革新計画承認グループ事業又は下請振興事業計画承認グループ事業」に、「第17項」を「第15項」

に改める。

　　　附　則

１　この規則は、公布の日から施行する。

２　この規則の施行の際現に改正前の山形県中小企業高度化資金貸付規則の規定により貸し付けられている資金に

ついては、なお従前の例による。

  告　　　　　示  

山形県告示第487号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の36第１項の規定により、包括外部監査契約を次のとおり締結し

た。

　なお、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第174条の49の25第２項に規定する書面の写しは、平成17年３月

31日まで総務部新行財政システム推進課において一般の閲覧に供する。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　契約の期間の始期　　平成16年４月１日

２　費用の額の算定方法　　基本費用の額と執務費用及び実費の額とを合算した金額

３　契約を締結した者の氏名及び住所　　氏名　　伊　藤　吉　明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　山形市荒楯町二丁目16番26号

４　費用の支払方法　　監査の結果に関する報告が提出された後に支払う。ただし、必要があると認めるときは概

算払をするものとし、監査費用の額の確定後に精算する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

削

除

16

削

除

17
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山形県告示第488号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第82条の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり廃止した旨の

届出があった。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第489号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり廃止した旨の

届出があった。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第490号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項に規定する指定居宅サービス事業者を次のとおり指定した。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第491号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　土地改良区の名称

　　最上町土地改良区

２　事務所の所在地

　　最上郡最上町大字向町674

３　認可年月日

　　平成16年４月６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第492号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　土地改良区の名称

廃止年月日事業所の名称及び所在地指定居宅介護支援事業者の名称及び所在地

平成16. 4. 2
あ・すずらん有限会社

米沢市木場町２番45－３号

あ・すずらん有限会社

米沢市木場町２番45－３号

廃止年月日
居宅サービスの

種類　　　　　
事業所の名称及び所在地

指定居宅サービス事業者の

名称及び所在地　　　　　

平成16. 4. 2訪 問 介 護
あ・すずらん有限会社

米沢市木場町２番45－３号

あ・すずらん有限会社

米沢市木場町２番45－３号

指定年月日
居宅サービスの

種類　　　　　
事業所の名称及び所在地

指定居宅サービス事業者の

名称及び所在地　　　　　

平成16. 4. 7通 所 介 護
竹とんぼ「まったり」

米沢市窪田町小瀬490－１

有限会社セスナー

南陽市宮内778番地１号
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　　白川土地改良区

２　事務所の所在地

　　長井市今泉552番地

３　認可年月日

　　平成16年４月８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第493号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、野川土地改良区の役員に次の者が就任した旨の

届出があった。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第494号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により定めた県営あつみ鶴岡南地区土地改良（中山間地

域総合整備）事業計画を変更したので、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　縦覧に供する書類の名称

　　県営土地改良（あつみ鶴岡南地区中山間地域総合整備）事業変更計画書の写し

２　縦覧に供する場所

　　鶴岡市役所

　　温海町役場

３　縦覧に供する期間

　　平成16年４月23日から同年５月27日まで

４　そ の 他

　この告示に係る計画の変更に対して異議がある者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に

申し出ることができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第495号

　森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定で

ある旨の通知があった。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　保安林予定森林の所在場所

　　東田川郡立川町大字狩川字笠山461

２　保安林指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　 　立木の伐採の方法

　　イ　主伐に係る伐採種は、定めない。

　　ロ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

　　ハ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　 　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

住　　　　　　　　　　　所　氏　　　　　　名理事及び監事の別

長井市平山1891番地１片 倉　 功理 事
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　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林課及び立川町役場に備え置いて縦覧に供する｡）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第496号

　次の開発行為は、完了した。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　許可番号

　　平成15年11月20日　　指令村総建第5021号

２　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　東根市一本木二丁目6106－19、6109、6116－１、6116－４

３　開発許可を受けた者の所在地（住所）及び名称（氏名）

　　東根市板垣大通り29号

　　株式会社　ハウスプランナー不動産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第497号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成16年４月16日から同年４月29日まで縦覧に供す

る。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　道路の種類　　一般国道

２　路　線　名　　345号

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第498号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道の供用を次のとおり開始する。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成16年４月16日から同年４月29日まで縦覧に供す

る。

　　平成16年４月16日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

１　路　　線　　名　　345号

２　供用開始の区間　　飽海郡遊佐町大字吹浦字西浜２番７から

　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　上まで

３　供用開始の期日　　平成16年４月16日

 

延　　長敷地の幅員旧新の別区　　　　　　　　　　　　　　　　間

57.0
33.4～

25.8
旧

飽海郡遊佐町大字吹浦字西浜２番68から

同　　　　　　　　　　　　２番７まで

同　上
38.0～

23.0
新同　　　　　　　　　　　　　　　　上

メートルメートル

メートル
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  選挙管理委員会関係  

告　　　　　示

山形県選挙管理委員会告示第46号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定により、政治団体から次のとおり政治団体の設立の

届出があった。

　　平成16年４月16日

山 形 県 選 挙 管 理 委 員 会　　　　　　　 

委 員 長　　安　　　部　　　　　　　敏

　その他の団体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県選挙管理委員会告示第47号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条第１項の規定により、政治団体から次のとおり届出事項の異動の

届出があった。

　　平成16年４月16日

山 形 県 選 挙 管 理 委 員 会 　　　　　　　

委 員 長　　安　　　部　　　　　　　敏

　　政　党

　その他の団体

届出年月日主たる事務所の所在地
会 計 責 任 者
の 氏 名

代表者の氏名政治団体の名称

平成
16. 3.16

東田川郡藤島町藤岡字三千刈23山 口 由 希疋 田 明 子疋 田 友 己 後 援 会

同
 3.30

山形市東原二丁目15－５後　藤　三八太西 田 辰 男ご と う 誠 一 後 援 会

同
 4. 1

新庄市大手町２－49佐 藤　 明須 藤 俊 亮新庄市最上郡医師連盟

届出年月日

内　　　　　　　　　　　　容

異　動　事　項政 治 団 体 の 名 称

旧新

平成     

16. 3.25

佐 竹 敬 一小 野 幸 作代 表 者

自由民主党寒河江支部

椎 名 茂 弥高 橋 勝 文会 計 責 任 者

平成     

16. 3.29

熊 谷 義 保斎 藤 實代 表 者
自由民主党大石田町支

部 大石田町大字横山497

－３

大石田町大字鷹巣字上

北原１番地
主たる事務所の所在地

届出年月日

内　　　　　　　　　　　　容

異　動　事　項政 治 団 体 の 名 称

旧新

平成     

16. 3.15
鈴 木 昭 策阿 部 勝 夫会 計 責 任 者

小野寺喜一郎を励ます

会

平成     

16. 3.16
山 科 誠 治佐 藤 勝 正会 計 責 任 者横 山 小 一 郎 後 援 会
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山形県選挙管理委員会告示第48号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第20条第１項の規定により平成15年10月29日付け山形県選挙管理委員会

告示第151号で公表した平成14年分の収支報告書について、訂正の報告があったので、その要旨を次のとおり公表す

る。

　　平成16年４月16日

山 形 県 選 挙 管 理 委 員 会 　　　　　　　

委 員 長　　安　　　部　　　　　　　敏

平成     

16. 3.22
太 田 孝 一阿 部 正 則会 計 責 任 者高 橋 徳 雄 後 援 会

平成     

16. 3.24
高 橋 昭 一加 藤 治 宏会 計 責 任 者井 上 か お る 後 援 会

平成     

16. 3.24
本 山　 彌早 坂　 剛代 表 者加 藤 紘 一 後 援 会

平成     

16. 3.24
難 波 明 男伊 藤 和 彦代 表 者難 波 勲 後 援 会

平成     

16. 3.25
太 田 和 作太 田　 進代 表 者斎 藤 貢 一 後 援 会

平成     

16. 3.26
江　 口　 庄 一 郎仲 嶋 進 一会 計 責 任 者地 域 振 興 研 究 会

平成     

16. 3.26
佐 藤 清 市佐 藤 松 雄代 表 者土 屋 健 吾 後 援 会

平成     

16. 3.29
岸 根 幸 二登 坂 優 子会 計 責 任 者登 坂 直 樹 後 援 会

平成     

16. 3.29
髙 橋 久 一草 刈　 武代 表 者草 刈 啓 後 援 会

平成     

16. 3.30
菅　 繁 三吾 妻 信 夫代 表 者北村山地区医師連盟

平成     

16. 3.30
高 橋 雅 宜高 橋 雅 宣会 計 責 任 者幸 栄 会

平成     

16. 3.30
木 村 康 宏丸 岡 明 史会 計 責 任 者酒 田 Ｔ Ｒ Ｙ 21

平成     

16. 3.31

三川町大字横山字城下

72－３

三川町大字押切新田字

豊秋38－１
主たる事務所の所在地小 野 寺 六 郎 後 援 会

平成     

16. 3.31
小 池 嘉 昭菅 原 年 行会 計 責 任 者富 樫 ま さ き 後 援 会
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　酒田ＴＲＹ21

〇寄附の内訳

　（政治団体分）

　寄附者の氏名・名称　　　　　　　　　　　　金　　　額　　　　　　　　　　住所・所在地

（その他の政治団体）　　単位：円

関井みきお後援

会
酒田ＴＲＹ 21政 治 団 体 の 名 称

15. 3.2615. 3.26報告年月日

500,0006,313,591収入総額

380,011　　前年繰越額

500,0005,933,580　　本年収入額

196,2654,835,650支出総額

本年収入の内訳

　個人の党費・会費　金額

　　　　　　　　　　員数（人）

500,0005,933,550　寄附（内訳別掲）

500,0005,933,550

　　個人分

　　（うち特定寄附）

　　団体分

　　政治団体分

　　（寄附のうちあっせんに係るもの）

　政党匿名寄附

　事業収入（内訳別掲）

　交付金収入

　借入金（内訳別掲）

30

30

　その他の収入（内訳別掲）

　　１件10万円未満のもの

支出の内訳

16,2950　経常経費

16,295

　　人件費

　　光熱水費

　　備品・消耗品費

　　事務所費

179,9704,835,650　政治活動費

482,000

853,650

　　組織活動費

　　選挙関係費

　　事業費

853,650　　　機関紙誌発行事業費

　　　宣伝事業費

　　　パーティー事業費

　　　その他の事業費

179,970

3,500,000

　　調査研究費

　　寄附・交付金

　　その他の経費

無無資産等の有無

16. 3.3016. 3.30訂正年月日

Line21やまがた

東北電力労働組合政治連盟

220,000円

5,713,550円

山形市

宮城県仙台市
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関井みきお後援会

〇寄附の内訳

　（政治団体分）

　寄附者の氏名・名称　　　　　　　　　　　　金　　　額　　　　　　　　　　住所・所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県選挙管理委員会告示第49号

　平成７年３月県選挙管理委員会告示第14号（公職選挙法により市町村選挙管理委員会において指定した個人演説

会等を開催することのできる施設）の一部を次のように改正する。

　　平成16年４月16日

山 形 県 選 挙 管 理 委 員 会 　　　　　　　

委 員 長　　安　　　部　　　　　　　敏

　「南陽市沖郷会館」を「南陽市総合保健福祉施設」に改める。

正　　　　　誤
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字界峯2695から2697まで、
2978、字堺の峯3440－１、
3440－２ 　 

下から１364第1528号同　　  3.26
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